
大分県の特別支援教育の現状 
 

大分県特別支援教育知的障がい研究会 

 

１ 特別支援学校等の設置状況 

（１）特別支援学校数、在籍者数                    令和３年５月１日現在 

区  分 学校数 
児童生徒数 

計 
幼稚部 小学部 中学部 高等部 

視覚障がい  1 0   3   5  11      19 

聴覚障がい  1 8   3   4   9      24 

知的障がい 11 － 428 309 486 1,223 

肢体不自由  2 1  22  18  26    67 

病 弱  1 －  12  17  53    82 

総 計 16 9 468 353 585 1,415 

   ※高等部は，専攻科(盲・聾)を含む。   ※「－」は未設置のため在籍数なし 

 

（２）特別支援学級数、在籍者数                    令和３年５月１日現在 

区 分 
小学校 中学校 計 

学級数 在籍者数 学級数 在籍者数 学級数 在籍者数 

知的障がい 254 1,135 100 422 354 1,557 

その他障がい 226 1,157  87 390 313 1,547 

総 計 480 2,292 187 812 667 3,104 

 

（３）通級指導教室数                         令和３年５月１日現在 

区 分 
教室数 

計 
小学校 中学校 聾学校 

言語障がい  9  0 0  9 

難 聴  0  0 1  1 

ＬＤ・ＡＤＨＤ 38 12  50 

総 計 47 12 1 60 

  ＊難聴は、聾通級です。 

 

２ 大分県の特別支援教育に関する施策 

（１）本県の現状と施策 

 「第三次大分県特別支援教育推進計画」(平成３０年～令和４年)策定 

 「第一次及び第二次大分県特別支援教育推進計画」により、特別支援学校在籍者数や公立小・中学校

や高等学校の通常の学級に在籍する特別な支援を必要とする子どもへの対応などの課題解決に向けた

取組を進めてきた。その結果、知的障がい特別支援学校を１校新設するとともに、全ての知的障がい特

別支援学校に高等部を設置し、また、全ての教職員の特別支援教育に関する専門性の向上を目指した研

修の実施や、小・中学校などにおける特別教育支援体制の整備・充実が図られてきた。 

しかし、特別支援学校の在籍幼児児童生徒数は上記期間中も増加しており、大分地区、別府地区の教

室不足が深刻化している学校では、物理的な面からの対応を迫られている現状があるなど、特別支援学

校のあり方を見直すことは喫緊の課題となった。そこで、学識経験者や保護者代表、障がい者団体代表

者等の委員からなる「第三次大分県特別支援教育推進計画検討委員会」の答申をもとに、「障がいのある

子どもの自立や社会参加に向け、一人一人の教育的ニーズに応える物的・質的環境を整え、インクルー

シブ教育システムの構築」を目指し、５か年を期間とした「第三次大分県特別支援教育推進計画」を平

成３０年２月に策定した。本計画により大分地区に知的障がいの高等特別支援学校や特別支援学校の新



設など実効性のある取組を進め、大分県における特別支援教育のさらなる推進と充実を図り、障がいの

ある子どもたちの現在、そして将来がより豊かなものになるよう、子どもたちの夢をかなえる教育を目

指している。令和 4年には、県内で初となる県立高等支援学校（仮称）が開校する予定である。 

 

（２）本県の具体的な取組 

【特別支援学校の教育環境及び教育内容の充実】 

① 特別支援教育振興事業 （特別支援学校教員） 

・特別支援学校指導力向上事業 

校内研修支援、授業研究会、専門家による教育実践に対する指導・助言（摂食指導を含む） 

・新特別支援学校学習指導要領等の周知・徹底を図るための教育課程研究集会 

・医療的ケア実施体制整備 

 看護師の配置、看護師及び教員への医療的ケア研修、医療的ケア運営協議会、実施校連絡会議 

 医療的ケアに知見のある医師の配置、指導的立場となる看護師の配置 

② 特別支援学校ＩＣＴ活用充実事業 

・小・中学部の児童生徒一人一台タブレット型端末配布、モバイル Wi-Fiルーターの配備 

・ＩＣＴ活用推進教員研修 

・児童生徒による「タブレット型端末活用コンテスト」（仮称）の開催 

・訪問教育における遠隔授業の実施（セルラーモデル） 

③ 特別支援学校就労達成促進事業 

・ジョブ・コンダクターの配置（６名）、進路実現戦略会議の開催 

・保護者向け就労意識向上講演会 

・メンテナンス技能検定の実施、特別支援学校ワーキングフェアの開催 

  

【幼稚園、小・中学校等、高等学校における特別支援教育の推進】 

① 合理的配慮推進事業 （幼、小・中学校等、高等学校の幼児児童生徒、教員他） 

 ・大分県特別支援連携協議会 

 ・専門家チーム相談会 

  県内７地区の特別支援学校に専門家を派遣し、小・中学校等の教員への相談・支援 

・特別支援学校のセンター的機能に係る巡回相談 

 ・「個別の指導計画推進教員」の派遣による個別の指導計画の作成と活用 

  県内の特別支援学校に推進員８名を配置し、小・中学校を支援 

② 高等学校特別支援教育支援員活用事業 

 ・県立高等学校に支援員を配置（９名） 

 

３ 大分県特別支援知的障がい研究会の活動 

本県の特別支援教育については、大分県特別支援教育研究会があり、特別支援教育についての研究や

その改善・充実の理解・啓発を行っている。平成２２年度九特連研究大会「大分大会」の開催を機に、

大分県特別支援教育知的障がい研究会が発足、活動がスタートした。 

大分県特別支援教育知的障がい研究会は、県内の特別支援教育（主に知的障がい、発達障がい、情緒

障がい、難聴言語障がい教育）について研究し、その改善・充実並びに理解・啓発を行うことを目的と

する。特に、九特連・全特連の研究発表を推進することを中心に活動し、毎年の全特連や九特連の活動

の共有、九特連研究大会の提案校への研究助成等を行っている。 

 毎年６月に各地区・支援学校で選出された代表者会において、前年度報告、本年度活動計画の承認を、

２月には年度の活動についての経過報告と次年度へ向けての課題を話し合うようにしている。令和２．

3年度は、新型コロナウイルス感染症のため、県内の活動は書面開催となっている。 


